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とは、喫緊の課題である。なぜなら、2016 年 4 月から「障害を理由とする差別の解消




























































































































































は、全 10章 49条から成り、各章題は表 1-1の通りであった。 
 
表 1-1 矯正図書館基準案の構成 
第 1章 総則 
第 2章 矯正図書館の職員 
第 3章 矯正図書館の施設と設備 
第 4章 矯正図書館資料の整理と保管 
第 5章 図書の選択 
第 6章 読書指導 
第 7章 閲覧室の運営 
第 8章 館内閲覧 
第 9章 館外閲覧 
第 10章 報告 
出典：中根憲一（2010）p. 184-200に掲載の「矯正図書館基準案」をもとに筆者作成 





































































































































































































































アメリカ図書館協会（American Library Association 以下: ALA）の John Mackenzie 
















業績を残している。特に 1966 年に加藤の発表した「矯正施設における図書館活動: 






























































（“Guidelines for Library Services to Prisoners”）」を策定している46。 
先に述べたように、日本ではこれまで注目されてこなかった刑務所図書館は、欧米諸
国では早くから実際に設置され、そして図書館関係者によって議論が重ねられてきた。

























































































































































（3）Lehmann, Vibeke. Library and Information Services to Incarcerated Persons: 























Lehmann, Vibeke. Library and Information Services to Incarcerated Persons: 















































“Challenges and Accomplishments in U.S. Prison Libraries”53および“Recent 
Trends in UK Prison Libraries”54でそれぞれ報告された。アメリカの報告では、2010
年に至るまでのおよそ 2 世紀にわたる刑務所図書館サービスの役割と目的の変遷が記





















ガイドライン・基準は、国際図書館連盟（ International Federation of Library 






















（“Prison Libraries: A Bibliography, 1970-2000”）」を参考とする55。 
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国連が創設された 3年後の 1948年 12月、第 3回国連総会において「世界人権宣言


























 世界人権宣言を補強するために 1966 年 12 月、第 21 回国連総会で「国際人権規約
（“International Covenants on Human Rights”）」が採択され、1976年に発効した。
この規約は、基本的人権を国際的に保護することを目的とした国際条約である。同規約
は「世界人権宣言」の内容を基盤として策定された。国際人権規約は「経済的、社会的
及び文化的権利に関する国際規約（“International Covenant on Economic, Social and 
Cultural Rights”）」と「市民的および政治的権利に関する国際規約（“International 







































かでも、情報へのアクセスと表現の自由委員会（Committee on Freedom of Access to 
Information and Freedom of Expression）によって作成され、1999年に IFLA理事会
で承認された「IFLA/図書館と知的自由に関する声明（“International Federation of 











同声明の他には、2002 年に IFLA グラスゴー大会総会で採択された「図書館、情報
サービス機関および知る自由に関するグラスゴー宣言（“The Glasgow Declaration on 









































for the Effective Implementation of the Standard Minimum Rules for the Treatment 
of the Prisoners”）」の作成を行った。1995年には、国際非政府組織であり、刑政研究




である『国連処遇基準実施ハンドブック（Making Standards Work: an International 









ることの多い「被拘禁者処遇最低基準規則（“Standard Minimum Rules for the 
Treatment of Prisoners”）」では、被拘禁者の情報アクセスおよび図書館の設置が明確
に規定されていた。同規則は「世界人権宣言の内容を刑事司法の分野で具体化した規則」
12であり、1955 年に開催された国連の「犯罪防止被拘禁者処遇会議（United Nations 
Congress on the Prevention of Crime and the Treatment of Offenders）」で採択され、
1957 年に国連の主要機関のひとつである国連経済社会理事会（United Nations 







同規則は、2010 年から約 60 年ぶりとなる大幅な改訂作業が行われた。そして 2015
年 5月 22日に改訂規則が「国連犯罪防止及び刑事司法委員会」によって採択され、同







































































































1988 年第 43 回国連総会において採択された「あらゆる形態の抑留又は拘禁の下に
あるすべての者の保護のための諸原則（“Body of Principles for the Protection of All 
























































































































ヨーロッパ評議会が策定し、1950 年 11 月に署名、1953 年 9 月に発効された「人権
および基本的自由の保護のための条約（“European Convention for the Protection of 




























































































































いられてきた“recreational and instructional books”という記述が変更され、
39 
 
“recreational and educational resources”という表現が用いられるようになった。 
 
2.3.3 ヨーロッパ刑事施設規則における刑務所図書館サービス規定 































1994年 11月、国際連合教育科学文化機構（United Nations Educational, Scientific 
and Cultural Organization 以下: ユネスコ）は IFLAと共同で作成した「ユネスコ公
40 
 
























 2014年 8月、フランスで開催された世界図書館・情報会議（IFLA第 80回年次大会）
において「情報へのアクセスと開発に関するリヨン宣言（“Lyon Declaration on Access 
to Information and Development” 以下: リヨン宣言）」37が発表された。「リヨン宣言」
とは、IFLA が作成した提言文書である。同文書は「国連ミレニアム開発目標
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のある人々に対する図書館サービス分科会（Library Services to People with Special 
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館小委員会（Subject Committee on Hospital Libraries 以下: SHL）」にまで遡ること
ができる。 
特別なニーズのある人々に対する図書館サービス分科会の前身である SHL は IFLA




IFLAの新たな規約が採択され、その中で SHLは「病院図書館委員会（Committee on 
Hospital Libraries）」へ名称が変更された。その後 1964年に採択された新規約の下で
は、分科会（section）と小分科会（sub-section）が設けられ、委員会は「公共図書館分
科会（Public Libraries Section）」の中の「病院図書館小分科会（Hospital Libraries 
Sub-Section）」となった。1976年の新規約の下では部会（division）と分科会（section）
が設立され、小分科会は、新たに創設された「一般市民にサービスを提供する図書館部
会（Division of Libraries Serving the General Public）」に所属する分科会となり、名
称は「入院患者および障害のある読者に対する図書館サービス分科会（Section on 








名称は「図書館利用に障害のある人々へのサービス分科会（Section for Libraries 








するワーキング・グループ（Working Group for Library Service in Prisons 以下: ワ
ーキング・グループ）」を設置することとした3。 









終稿を作成した。また、1990 年 8 月にはスウェーデンで「子どもを育てよ、さらば成
人矯正の必要はない：リテラシープログラムと刑務所図書館の役割（Build a Child and 
You Don't Have to Repair the Adult: Literacy Programs and the role of the Library 









ンバーである Daltonと Frances KaiserそしてMonika McEwenによって起草され、
1990 年にストックホルムで開催された年次大会で討議された。討議の結果を踏まえて






表 3-2 矯正施設被拘禁者に対する図書館サービスのためのガイドラインの構成 
はしがき（Preface） 
序論（Introduction） 
理念と目標（Philosophy and Goals） 
法的根拠（Legal Basis） 




施設および設備（Physical Facilities and Equipment） 
資金調達と予算（Funding and Budget） 
サービス（Services） 
コミュニケーションと PR活動（Communication and Public Relation） 
用語解説（Glossary） 
出典：Kaiser（1992）の目次をもとに筆者作成 






























































初版に続いて、1995 年には前ガイドラインの改訂版として、第 2 版が刊行されてい
る。第 2版の構成は表 3-3の通りである。 
 








目的と範囲（Purpose and Scope） 
ガイドライン（Guidelines） 
適用範囲（Scope） 
刑務所図書館の意義と目的（Existence and Purpose of Prison Libraries） 
職員（Personnel） 
コレクション（Collections） 
施設および設備（Physical Facilities and Equipment） 
資金調達と予算（Funding and Budget） 
サービス（Services） 
コミュニケーションと PR活動（Communication and Public Relation） 
用語解説（Glossary） 
参考文献（Bibliography） 
委員名簿（Standing Committee 1992-1995） 
出典：Kaiser（1995）の目次をもとに筆者作成 






国連の被拘禁者最低基準規則の第 40 条のほかに、2 つの文書が追加された。1 つが、
国際図書委員会（International Book Committee）と国際出版社協会（International 
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Publishers Associations）が採択し、UNESCOが 1994年に発表した「読者憲章」（The 














































出典：“Guidelines for Library Services to Prisoners”. IFLA. 






2005 年に IFLA が刊行した「矯正施設被拘禁者に対する図書館サービスのためのガ
イドライン」は、1991 年刊行の第 1 版と 1995 年の第 2 版に続いて新たに刊行した第
















4. 施設および設備（Physical Facility and Equipment） 
5. 情報技術（Information Technology） 
6. 職員（Staff） 
7. 予算（Budget） 
8. 資料（Library Materials） 
9. サービスとプログラム（Services and Programs） 





Lehmann, Vibeke.; Locke, Joanne. Guidelines for Library Services to Prisoners. 3rd 
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 フィラデルフィアのウォルナット街監獄（Walnut Street Jail）は、アメリカで初め
てコレクションが構築され、被収容者に対する図書の提供が行われた監獄である。ウォ
ルナット街監獄の図書館は 1790年に設立され、図書の供給は「公立監獄の窮状救済の


















た3。1911 年には ALA が刑務所図書館についての活動を本格的に開始し、連邦刑務所




on Library on Library Work in Hospitals and in Charitable and Correctional 
Institutions）」で活動していた Carrie Scott が「施設図書館のためのマニュアル




たと考えられる。1927年から 1928年にかけて、全国刑罰情報協会（National Society 
of Penal Information）による刑務所図書館の全国調査が実施され、同協会の Paul 
Garretと Austin MacCormik が 110の連邦、州、軍の各刑務所を訪問した7。 

















調査を行った Austin MacCormick が 1931年に『成人受刑者の教育：調査とプログラ










書館ハンドブック（Prison Library Handbook）』を刊行した11。 
1938 年アメリカ刑務協会が刑務所図書館の活動を支援するため、施設図書館委員会
（Committee on Institutional Libraries）を組織した12。1939年にはアメリカ刑務協
会と ALA が共同でガイドライン「成人刑務所及び少年院における図書館の目的と基準
（“Objectives and Standards for Libraries in Adult Prisons and Reformatories”）」
を起草し、最終的に 1943年 5月にアメリカ刑務協会の執行委員会、1944年 1月に ALA
理事会のそれぞれに承認された。同ガイドラインは 1943 年に The Prison World の 7
－8 月号の付録として刊行され、1946 年にアメリカ刑務協会の『州矯正制度のための









アル：矯正施設のための図書館基準と手続きハンドブック（Library Manual for 
Correctional Institutions: A Hand Book of Library Standards and Procedures for 








（America Correctional Association）として活動するようになった16。 
1956年には ALAが病院・施設図書館部会（Association of Hospital and Institutional 
Libraries）を組織した17。4 年後の 1960 年、病院・施設図書館部会とアメリカ矯正協




『矯正の諸基準のマニュアル（Manual of Correctional Standards）』に収録された19。 
刑務所図書館が多くの人々の関心を集めたのは、1966 年のことである。なぜなら、
1966 年連邦議会が、各州政府が行う図書館振興施策に対して連邦政府が行う補助金交
付の根拠法となる「図書館サービスおよび建設法（“Library Services and Construction 
















の主張は、1960 年代末から 1970 年代の図書館関係文献の中で繰り返し見られる言葉
であった」24と述べている。1968 年には、アメリカ法律図書館協会（American 
Association of Law Libraries）も被収容者に対する法律図書館サービス委員会を設立
し、刑務所図書館に法律書を取り揃え、サービスを通じて被収容者の司法アクセスを確













1974 年カリフォルニア大学バークレー校図書館研究所（Institute of Library 
Research）が刑務所図書館に関する調査を行い『矯正施設における図書館・情報に関す
る問題調査最終報告書（Final Report of the Survey of Library and Information 



















































の後身組織である専門・協力図書館部会（Association of Specialized and Cooperative 
Library Agencies 以下: ASCLA）のメンバーで構成された合同委員会が共同で「成人
矯正施設のための図書館基準（“ Library Standards for Adult Correctional 
Institutions”）」を発表した32。 
 翌年の 1982 年には ALA が「被拘禁者の読む権利のための決議（“Resolution on 


































しては、知的自由に関する ALAの基本指針である「図書館の権利宣言（“Library Bill 
of Rights”）」解説文「被拘禁者の読む権利（“Prisoner’s Right to Read”）」36がある。 
知的自由を奨励し、アメリカにおける図書館サービスの指針を示した「図書館の権利

















図 4-1 被拘禁者の読む権利を掲載した ALAウェブページ  
出典:“Prisoners Right to Read”. ALA. 
http://www.ala.org/advocacy/intfreedom/librarybill/interpretations/prisonersrightor



































ン B. 立場声明と方針声明』の 2つのセクションで構成されている。このうち『セクシ
ョン B.8 図書館のサービスと責任』に置かれた「B.8.2 矯正施設に対するサービス



































7.0 資料（Library Materials） 
まとめ（Summary of Key Figure） 
付録（Appendix） 
A. 図書館の権利宣言（Library Bill of Rights） 
B. 被拘禁者の読む権利のための決議 
（Resolution on Prisoners Right to Read, ALA, 1982） 
C. 図書館記録の秘密性に関する方針 
（Policy on Confidentiality of Library Records, ALA, 1986） 
D. 読書の自由声明文（Freedom to Read Statement, ALA, 1972） 
E. 見る自由（Freedom to View, ALA, 1979） 
F. 1990年 刑務所図書館全国調査（National Prison Library Survey, 1990） 
G. 図書館の役割とアウトプット尺度 
（Role Selection and Output Measures） 
参考文献（Bibliography） 
出典：ASCLA（1992）の目次をもとに筆者作成 
Association of Specialized and Cooperative Library Agencies. Library Standards for 










した「読書の自由声明文（“Freedom to Read Statement”）」や 1971年採択の「図書館

























































省所管の独立法人である全国犯罪者管理局（National Offender Management Service）
に属する行刑庁（HM Prison Service）が統括しているが、これらの施設とは別に民営
の施設も存在している。 








成人受刑者以外の、18 歳未満の受刑者は、少年犯罪者施設（Young Offender 
Institution）に収容される。行政庁には、17歳の未決拘禁者および女子少年受刑者、15































































容者に対する図書の供給（“Supply of Books to the Prisoners in H.M. Prisons and to 




































1964年に公布された「公共図書館・博物館法（“Public Libraries and Museums Act, 
1964”）」では、包括的図書館サービス提供の必要が定められ、同年に制定した「刑務所




































1975年 11月 LAは、病院図書館・障害者サービス・グループ（Medical, Health and 




















局の政策方針声明である「施設被収容者のための図書館施設（“Library Facilities for 
People in Custody”）」を参考としていたが、Boweによれば、同文書は刑務所図書館サ
ービスに関する基準を初めて定めた文書であった66。 
1992年、内務省刑務局内の刑務所図書館常設委員会（Standing Committee on Prison 






2002年には LAが英国図書館・情報専門家協会（Chartered Institute of Library and 
Information Professionals 以下: CILIP）に名称を変更し、2003年には CILIPの刑務




習・情報仕様書（“The Offender Library, Learning and Information Specification”）」
を作成した。同書は 2010年に全国犯罪者管理局によって改訂され、新たに「刑務所図












for Culture, Media and Sport）から『すべての人々のための図書館: 公共図書館におけ












『将来へ向けての基本的考え方: 今後 10年の図書館・学習・情報（Framework for the 

































（“Prison Library Service Guidance”）」が作成された。 
 
4.2.3 英国図書館・情報専門家協会による刑務所図書館サービスに関する活動 








図 4-2 CILIP刑務所図書館グループのウェブページ 
出典：“Prison Libraries Group”. CILIP.  
http://www.cilip.org.uk/about/special-interest-groups/prison-libraries-group, 




同グループは、刑務所図書館運営における重要な資料となる Prison Libraries 
Journal の刊行や「刑務所図書館員に対する研修（Continuing Professional 
Development）」の実施を通じて、イギリス国内の刑務所図書館および被収容者に対す
る図書館サービスを支えている。 


















2014 年に作成された「刑務所図書館サービス手引書」は、表 4-4 の通り構成されて
いる。 
 
表 4-4 刑務所図書館サービス手引書の構成 
1. ビジョン（Vision） 
2. 方針（Expectation） 
3. サービスレベル協定（The Service Level Agreement） 
4. 管理（Management） 
5. コレクション（Library Stock） 
6. 職員と研修（Staff and Training） 
7. サービス（Services） 
Prison Library Service Guidance（2014）p. 13-23をもとに筆者作成 

































































図 4-3 バーミンガム刑務所図書館のウェブページ 
出典:“Library”. HMP Birmingham.  
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のうち、最近注目されているプログラムが Storybook Dadsである。 




























して DVD や CD に収録し、メッセージとともに受刑者の子供へ送るサービスである。





図 4-4 Storybook Dadsのウェブサイト 
出典:“Welcome to Storybook Dads”. StorybookDads. 
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更生と社会復帰のために』そして Library and Information Services to Incarcerated 













































































2015 年から 2016 年にかけては、受刑者をはじめとする被拘禁者に関する様々な動
きがあった。2015 年には処遇最低基準規則がマンデラ・ルールに生まれ変わり、日本
では 2016年 4月 1日から「障害者差別解消法」が施行された。これを受けて日本図書
館協会は、被収容者に対する図書館サービスの実施をガイドラインにより指示している。
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